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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 230,531 10.6 11,864 8.3 12,530 7.7 7,448 2.4
2025年３月期 208,370 4.9 10,956 △20.9 11,633 △19.8 7,276 △20.2

 （注）包括利益 2026年３月期 9,376百万円 （26.3％） 2025年３月期 7,426百万円 （△26.0％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
2026年３月期 55.30 52.16 12.4 8.5 5.1

2025年３月期 54.00 50.10 12.9 8.5 5.3

 （参考）持分法投資損益 2026年３月期 37百万円 2025年３月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2026年３月期 155,661 65,364 40.1 463.25
2025年３月期 138,550 60,431 41.7 428.98

 （参考）自己資本 2026年３月期 62,392百万円 2025年３月期 57,768百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
2026年３月期 13,362 △39,173 4,654 19,979
2025年３月期 8,897 △10,606 △3,035 41,136

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
2025年３月期 － 16.00 － 16.00 32.00 4,327 59.3 7.5
2026年３月期 － 16.00 － 16.00 32.00 4,327 58.1 6.9

2027年３月期(予想) － 16.00 － 16.00 32.00 52.1

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
第２四半期（累計） 121,000 7.0 5,400 △11.0 5,540 △11.6 3,300 △17.3 24.50

通期 250,000 8.4 13,800 16.3 14,000 11.7 8,300 11.4 61.63

１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（注）第２四半期連結会計期間において企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行った結果を、2025年３月期に反映

しています。

（２）連結財政状態

（注）第２四半期連結会計期間において企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行った結果を、2025年３月期に反映し

ています。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年３月期 137,984,520株 2025年３月期 137,984,520株
②  期末自己株式数 2026年３月期 3,301,275株 2025年３月期 3,318,314株

③  期中平均株式数 2026年３月期 134,678,539株 2025年３月期 134,743,521株

※  注記事項
（１）期中における連結範囲の重要な変更：有

新規 1社      社名　株式会社MOMO A

（注）当連結会計年度より、株式会社MOMO Aを持分法の適用範囲に含めております。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更　　　　：　無
②  ①以外の会計方針の変更              　　　　：　無
③  会計上の見積りの変更                　　　　：　無
④  修正再表示                          　　　　：　無

（３）発行済株式数（普通株式）

(注)　期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、役員向け株式給付信託及び株式給付型ＥＳＯＰの信託財産

として保有する当社株式を含めており、当該株式は、2025年３月期には569,365株、2026年３月期には552,291株となっておりま

す。

（参考）個別業績の概要
１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）
当社は、純粋持株会社体制に移行しており、投資情報としての重要性が乏しいと判断したため記載を省略しております。

２．2027年３月期の個別業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）
当社は、純粋持株会社体制に移行しており、投資情報としての重要性が乏しいと判断したため記載を省略しております。

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ

いており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたって

の注意事項等については、添付資料３ページ「１．経営成績等の概況　(１)経営成績に関する分析（今後の見通し）」をご覧ください。

（決算補足説明資料の入手方法）
決算補足説明資料については、本日当社ホームページに掲載する予定です。また、本日開催予定の機関投資家及びアナリスト向けの決算説

明会の模様及び説明内容については、後日当社ホームページへ掲載する予定です。
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前連結会計年度 当連結会計年度 増減額 増減率

売上高 205,598 227,377 21,778 10.6％

セグメント利益 11,318 11,650 331 2.9％

物流事業の内訳 売上高 前年比 主な要因

ラストワンマイル事業 38,916 △1.1％
・セール等の積極的な増車対応による稼働率向上
・ネットスーパー等の一部事業譲渡に伴う減少

ＥＣ常温輸配送事業 61,171 14.6％
・幹線輸送の需要増に対する増車手配
・既存取引先との新たな輸配送サービスの拡大

ＥＣ常温３ＰＬ事業 74,068 14.9％
・大手ネット通販会社向け物流センターの通期稼働

および新たな物流センターの開設
・既存取引先における取扱物量の増加

低温食品３ＰＬ事業 26,606 9.8％
・新たなスーパーマーケット向け物流センターの稼働
・既存取引先との事業領域拡大や取扱物量の増加

医薬・医療３ＰＬ事業 26,614 10.2％
・拡張した物流センターの通期稼働
・新店舗及び季節商品出荷による取扱物量の増加

前連結会計年度 当連結会計年度 増減額 増減率

売上高 2,771 3,154 382 13.8％

セグメント利益 418 527 109 26.1％

１．経営成績等の概況

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

（１）経営成績に関する分析

（当期の経営成績）

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善等による緩やかな回復基調が続いている一方、米

国・イスラエルによるイラン攻撃に端を発したホルムズ海峡の閉鎖に伴う資源価格の変動リスクが懸念されるなど、

世界情勢は急速に不確実性を増しており、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

　物流業界におきましては、国内における消費関連貨物は堅調に推移しておりますが、イラン情勢を受けたエネルギ

ーコストの上昇を踏まえた適切な価格転嫁への対応が求められるなど、依然として厳しい経営環境が続いておりま

す。

　当社グループは、環境変化に対応すべく高収益企業づくりを目指した「中期経営計画2028」をスタートさせ、Ｅ

Ｃ・常温物流、低温食品物流、医薬・医療物流の各ドメインを中心に業容拡大に努めております。また、AZ-COM 

Matsubushi EASTなどの新たな物流センターの立ち上げ、グループネットワーク機能を最大化する輸配送プラットフ

ォームの強化、オペレーション標準化とＤＸ実装による３ＰＬ事業の省人化・省力化を実現し、お客様に選ばれる

「３ＰＬ＆プラットフォームカンパニー」を目指しております。

以上の結果、当社グループの当連結会計年度における経営成績は、売上高230,531百万円（前期比10.6％増）とな

り、後述するセグメント別の業績情報に加え、前年において発生した株式公開買付け関連費用の減少もあり、営業利

益11,864百万円（同8.3％増）、経常利益12,530百万円（同7.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益7,448百万

円（同2.4％増）の増収増益となりました。

　セグメント別の概況は以下のとおりです。

（物流事業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）

　新たな物流センターの立ち上げ関連費用や、既存物流センターの稼働率向上を目的とした統廃合に伴う一時的な

費用等の影響がありました。一方で、取引先増加による取扱物量や稼働車輌台数の増加に加え、全社的に推進する

料金改定の成約増及び生産性向上の取り組みによる成果が上回った結果、増収増益となりました。

　なお、物流事業における当連結会計年度の売上高の内訳は以下のとおりです。

（その他）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）

　ファイズホールディングス㈱における情報システム事業及び㈱アズコムデータセキュリティのＢＰＯ（ビジネス

プロセス・アウトソーシング）に係る新規案件の受注が順調に寄与した結果、増収増益となりました。
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（今後の見通し）

当社グループが事業を推進する物流業界は、ＥＣ市場の拡大による物量増加が続いております。一方、少子高齢化

や労働環境に対する懸念を背景としたトラックドライバー不足に加え、さまざまな法改正に対する厳格な対応が求め

られております。さらに、イラン情勢の緊迫化に伴い燃料価格をはじめとする原価高騰も懸念され、長期化すればサ

プライチェーン全体で多大な影響を及ぼす可能性を有しております。

このような厳しい経営環境が予測されるなか、環境変化に強い高収益企業づくりを目指した当社グループにおける

「中期経営計画2028」の初年度は、当社グループの旗艦センターでもある「ＡＺ－ＣＯＭ　Ｍａｔｓｕｂｕｓｈｉ　

ＥＡＳＴ」が順調に稼働開始するなど、計画以上の業績を達成いたしました。

２年目となる2027年３月期においては、策定時の想定を超える外部環境の変化が生じております。グループで推進

する構造改革をさらに加速・拡大させていく必要があり、グループ組織再編、データドリブン経営を加速化するＩ

Ｔ・ＤＸ投資、法改正・リスク対応投資、人員再配置等を前倒しで実行し、2030年度売上高5,000億円のビジョン実

現を目指してまいります。

2027年３月期連結業績につきましては、売上高250,000百万円（前年同期比8.4％増）、営業利益13,800百万円（同

16.3％増）、経常利益14,000百万円（同11.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益8,300百万円（同11.4％増）

を見込んでおります。

（２）財政状態に関する分析

　第２四半期連結会計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、比較対象となる前連結

会計年度末については暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の見直しを反映しております。

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産）

　　資産合計は、155,661百万円となり、前連結会計年度末に比べ17,111百万円増加いたしました。

流動資産は47,090百万円となり、19,483百万円減少いたしました。この主な要因は、未収消費税が増加したこと

によりその他が2,359百万円増加した一方で、現金及び預金が21,172百万円減少したことであります。

固定資産合計は108,571百万円となり、36,594百万円増加いたしました。この主な要因は、建物及び構築物(純

額)が20,552百万円、機械装置及び運搬具（純額）が3,138百万円、工具、器具及び備品（純額）が1,376百万円、

投資有価証券が2,998百万円、長期預金が9,979百万円、それぞれ増加した一方で、建設仮勘定が1,222百万円減少

したことであります。

（負債）

　負債合計は90,297百万円となり、前連結会計年度末に比べ12,178百万円増加いたしました。流動負債は33,183百

万円となり、17,498百万円減少いたしました。この主な要因は、１年内返済予定の長期借入金が1,459百万円、未払

法人税等が622百万円、未払金が751百万円、それぞれ増加した一方で、2025年満期ユーロ円建転換社債型新株予約

権付社債の買入消却により１年内償還予定の転換社債が20,146百万円減少したことであります。また、固定負債は

57,113百万円となり、29,677百万円増加いたしました。この主な要因は、長期借入金が6,468百万円、2030年満期ユ

ーロ円建転換社債型新株予約権付社債の発行により転換社債が22,000百万円、それぞれ増加したことであります。

（純資産）

純資産合計は65,364百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,932百万円増加いたしました。この主な要因は、

利益剰余金が3,120百万円、その他有価証券評価差額金が1,437百万円、それぞれ増加したことであります。

② キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、19,979百万円と前連結会計年度末と比べ21,157百万円減少（前

連結会計年度は4,744百万円減少）となりました。

　各キャッシュ・フローの増減要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは13,362百万円（前連結会計年度は8,897百万円）となりました。主な要因

としては、税金等調整前当期純利益で12,062百万円、減価償却費で4,131百万円、それぞれ資金増となった一方

で、法人税等の支払額で△4,024百万円と、資金減となっております。
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2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期

自己資本比率(％) 32.1 41.0 41.7 40.1

時価ベースの自己資本比率(％) 223.6 135.3 119.8 76.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(％) 372.3 387.1 492.9 405.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 228.4 152.6 67.7 48.4

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2025年11月５日取締役会決議 2,163 16.00

2026年６月25日定時株主総会決議 2,163 16.00

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは△39,173百万円（前連結会計年度は△10,606百万円）となりました。主な

要因としては、有形固定資産の取得による支出で△27,839百万円、定期預金の預入による支出で△9,950百万円、

投資有価証券の取得による支出で△828百万円と、それぞれ資金減となっております。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは4,654百万円（前連結会計年度は△3,035百万円）となりました。主な要因

としては、転換社債の償還による支出で△20,000百万円、長期借入金の返済による支出で△6,624百万円、配当金

の支払額により△4,327百万円、それぞれ資金減となった一方で、転換社債の発行による収入で22,000百万円、長

期借入れによる収入で14,230百万円と、それぞれ資金増となっております。

(参考)　キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

２．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

３．借入金や社債に対する返済能力を示すため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率の算出に用いる有利子

負債には、ゼロクーポン債であるユーロ円建転換社債型新株予約権付社債を含めております。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、持続的成長のための先行投資を推進し、収益力および資本効率の向上を図るとともに、累進配当を継続し

て実施することで、株主の皆様への安定的かつ継続的な配当を行うことを基本方針としております。配当性向（連

結）については40％を目安としております。また、内部留保資金につきましては、今後の財務体質の強化や業容拡大

に対応する内部のインフラ整備、既存事業の強化及び新規事業の展開等に投入してまいります。

当期の期末配当につきましては、１株当たり16.00円とする決議事項を2026年６月25日開催の第53回定時株主総会

に付議する予定であります。中間配当につきましては、１株当たり16.00円を実施しております。

基準日が当期に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

また、次期の配当につきましては、年間配当32.00円（中間配当16.00円、期末配当16.00円）とし、配当性向

52.1％を予定しております。
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、外国人投資家の割合が僅少であることから、当面は日本基準を採用することとしております。し

かしながら今後の事業展開、外国人投資家比率の推移及び投資家のニーズ等の状況の変化に応じて、IFRS(国際財務報

告基準)採用の検討をしてまいります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 41,395 20,222

受取手形及び売掛金 22,952 22,370

貯蔵品 90 89

前払費用 1,883 1,794

未収還付法人税等 14 16

その他 240 2,599

貸倒引当金 △2 △3

流動資産合計 66,573 47,090

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 25,576 47,448

減価償却累計額 △13,261 △14,580

建物及び構築物（純額） 12,314 32,867

機械装置及び運搬具 6,775 10,537

減価償却累計額 △2,978 △3,601

機械装置及び運搬具（純額） 3,797 6,936

工具、器具及び備品 4,347 6,311

減価償却累計額 △2,031 △2,618

工具、器具及び備品（純額） 2,315 3,692

土地 15,020 15,124

リース資産 2,422 3,216

減価償却累計額 △1,111 △1,448

リース資産（純額） 1,311 1,768

建設仮勘定 7,389 6,167

その他 44 44

有形固定資産合計 42,193 66,600

無形固定資産

のれん 3,973 3,704

ソフトウエア 883 1,059

顧客関連資産 5,808 4,774

その他 379 333

無形固定資産合計 11,043 9,871

投資その他の資産

投資有価証券 10,935 13,933

長期貸付金 149 165

繰延税金資産 1,007 988

退職給付に係る資産 658 779

敷金及び保証金 5,340 5,629

長期預金 － 9,979

その他 712 690

貸倒引当金 △62 △66

投資その他の資産合計 18,740 32,098

固定資産合計 71,977 108,571

資産合計 138,550 155,661

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,977 12,779

短期借入金 11 11

１年内償還予定の転換社債 20,146 －

１年内返済予定の長期借入金 4,984 6,443

リース債務 349 489

未払法人税等 2,034 2,657

賞与引当金 1,069 1,122

未払金 6,592 7,344

未払費用 1,880 1,662

その他 635 671

流動負債合計 50,682 33,183

固定負債

社債 15 －

転換社債 － 22,000

長期借入金 17,315 23,783

リース債務 1,011 1,398

繰延税金負債 4,119 4,317

退職給付に係る負債 1,477 1,599

資産除去債務 1,497 1,697

役員株式給付引当金 47 57

従業員株式給付引当金 169 208

役員退職慰労引当金 70 80

その他 1,713 1,970

固定負債合計 27,436 57,113

負債合計 78,119 90,297

純資産の部

株主資本

資本金 9,117 9,117

資本剰余金 8,801 8,799

利益剰余金 42,608 45,729

自己株式 △5,987 △5,980

株主資本合計 54,540 57,666

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,608 5,046

退職給付に係る調整累計額 △381 △321

その他の包括利益累計額合計 3,227 4,725

非支配株主持分 2,663 2,972

純資産合計 60,431 65,364

負債純資産合計 138,550 155,661
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（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高 208,370 230,531

売上原価 186,957 208,460

売上総利益 21,413 22,071

販売費及び一般管理費

役員報酬 750 798

給料手当 2,472 2,599

外部委託費 1,370 462

退職給付費用 33 47

貸倒引当金繰入額 18 12

賞与引当金繰入額 142 134

役員株式給付引当金繰入額 △0 13

従業員株式給付引当金繰入額 108 42

その他 5,559 6,095

販売費及び一般管理費合計 10,456 10,206

営業利益 10,956 11,864

営業外収益

受取利息 233 138

受取配当金 237 295

固定資産売却益 47 104

持分法による投資利益 － 37

補助金収入 167 322

その他 190 273

営業外収益合計 875 1,171

営業外費用

支払利息 137 291

シンジケートローン手数料 10 7

社債発行費 － 106

その他 50 100

営業外費用合計 199 505

経常利益 11,633 12,530

特別利益

持分変動利益 － 77

投資有価証券売却益 314 －

特別利益合計 314 77

特別損失

減損損失 － 545

出資金評価損 15 －

特別損失合計 15 545

税金等調整前当期純利益 11,932 12,062

法人税、住民税及び事業税 4,408 4,644

法人税等調整額 △102 △463

法人税等合計 4,306 4,180

当期純利益 7,626 7,882

非支配株主に帰属する当期純利益 350 433

親会社株主に帰属する当期純利益 7,276 7,448

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

当期純利益 7,626 7,882

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 22 1,434

退職給付に係る調整額 △222 59

その他の包括利益合計 △200 1,494

包括利益 7,426 9,376

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 7,075 8,945

非支配株主に係る包括利益 351 430

（連結包括利益計算書）
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（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 9,117 8,800 39,525 △5,755 51,688

当期変動額

剰余金の配当 △4,192 △4,192

親会社株主に帰属する
当期純利益

7,276 7,276

自己株式の取得 △240 △240

自己株式の処分 8 8

連結子会社の自己株式
処分による持分の増減

0 0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 0 3,083 △231 2,852

当期末残高 9,117 8,801 42,608 △5,987 54,540

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証券評価差

額金
退職給付に係る調整累

計額
その他の包括利益累計額

合計

当期首残高 3,587 △158 3,428 2,425 57,542

当期変動額

剰余金の配当 △4,192

親会社株主に帰属する
当期純利益

7,276

自己株式の取得 △240

自己株式の処分 8

連結子会社の自己株式
処分による持分の増減

0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

21 △222 △200 238 37

当期変動額合計 21 △222 △200 238 2,889

当期末残高 3,608 △381 3,227 2,663 60,431

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 9,117 8,801 42,608 △5,987 54,540

当期変動額

剰余金の配当 △4,327 △4,327

親会社株主に帰属する
当期純利益

7,448 7,448

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 7 7

連結子会社の自己株式
処分による持分の増減

△2 △2

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － △2 3,120 7 3,126

当期末残高 9,117 8,799 45,729 △5,980 57,666

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証券評価差

額金
退職給付に係る調整累

計額
その他の包括利益累計額

合計

当期首残高 3,608 △381 3,227 2,663 60,431

当期変動額

剰余金の配当 △4,327

親会社株主に帰属する
当期純利益

7,448

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 7

連結子会社の自己株式
処分による持分の増減

△2

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1,437 59 1,497 308 1,806

当期変動額合計 1,437 59 1,497 308 4,932

当期末残高 5,046 △321 4,725 2,972 65,364

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
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（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 11,932 12,062

減価償却費 2,943 4,131

のれん償却額 442 569

貸倒引当金の増減額（△は減少） 29 10

賞与引当金の増減額（△は減少） 172 53

その他引当金の増減額（△は減少） 115 67

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 75 134

受取利息及び受取配当金 △470 △434

支払利息 137 291

有形固定資産除売却損益（△は益） △25 △82

投資有価証券売却損益（△は益） △314 －

出資金評価損 15 －

持分法による投資損益（△は益） － △37

持分変動損益（△は益） － △77

減損損失 － 545

売上債権の増減額（△は増加） △337 725

仕入債務の増減額（△は減少） 15 △276

未払金の増減額（△は減少） △765 443

未払消費税等の増減額（△は減少） △116 △1,629

その他 350 823

小計 14,201 17,320

利息及び配当金の受取額 249 342

利息の支払額 △131 △275

法人税等の支払額 △5,421 △4,024

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,897 13,362

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △48 △9,950

有形固定資産の取得による支出 △8,712 △27,839

有形固定資産の売却による収入 101 129

無形固定資産の取得による支出 △448 △491

投資有価証券の取得による支出 △34 △828

投資有価証券の売却による収入 835 －

貸付けによる支出 △8 △50

貸付金の回収による収入 34 38

敷金及び保証金の差入による支出 △1,756 △517

敷金及び保証金の回収による収入 597 212

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△1,249 △158

その他 83 281

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,606 △39,173

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 448 1,485

短期借入金の返済による支出 △451 △1,485

リース債務の返済による支出 △356 △468

長期借入れによる収入 7,600 14,230

長期借入金の返済による支出 △5,708 △6,624

社債の償還による支出 △20 △30

転換社債の発行による収入 － 22,000

転換社債の償還による支出 － △20,000

配当金の支払額 △4,192 △4,327

非支配株主への配当金の支払額 △113 △124

自己株式の取得による支出 △240 △0

その他 △1 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,035 4,654

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,744 △21,157

現金及び現金同等物の期首残高 45,880 41,136

現金及び現金同等物の期末残高 41,136 19,979
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数　21社

主要な連結子会社の名称

㈱丸和運輸機関

㈱北海道丸和ロジスティクス

㈱東北丸和ロジスティクス

㈱東海丸和ロジスティクス

㈱関西丸和ロジスティクス

㈱中四国丸和ロジスティクス

㈱九州丸和ロジスティクス

㈱丸和通運

㈱ジャパンクイックサービス

㈱ＮＳ丸和ロジスティクス

日本物流開発㈱

ファイズホールディングス㈱

ファイズオペレーションズ㈱

㈱Ｍ・Ｋロジ

㈱ルーフィ

㈱アズコムデータセキュリティ

連結の範囲の変更

　当連結会計年度より、当社子会社であるファイズホールディングス㈱が㈱誠ノ真の株式を取得したことによ

り、同社を連結の範囲に含めております。

（2）主要な非連結子会社名

㈱日本ロジスティクス研究所

㈱ジャパンタローズ

㈱アズコムビジネスサポート

㈱農夢

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで

あります。

２　持分法の適用に関する事項

持分法適用関連会社の名称

㈱MOMO A

新規に設立しました㈱MOMO Aを持分法の適用範囲に含めております。

持分法を適用しない非連結子会社の名称

㈱日本ロジスティクス研究所

㈱ジャパンタローズ

㈱アズコムビジネスサポート

㈱農夢

持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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４　会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。ただし、1998年３月31日以前に取得した建物（建物附属設備は除く）、2016年３

月31日以前に取得した建物附属設備及び構築物、一部連結子会社の車両運搬具及び工具、器具及び備品につい

ては、定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　２～65年

機械装置及び運搬具　２～17年

工具、器具及び備品　２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）、顧客関連資産につい

ては、効果の及ぶ期間（５～17年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員（使用人兼務役員の使用人分を含む）に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連

結会計年度に見合う分を計上しております。

③　役員株式給付引当金

　取締役株式給付規程に基づく取締役への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付

債務の見込額を計上しております。

④　従業員株式給付引当金

　株式給付型ＥＳＯＰ信託株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末

における株式給付債務の見込額を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、連結子会社の一部は役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上し

ております。
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(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、発生年度に全額を費用処理しております。

　数理計算上の差異については、平均残存勤務期間による定額法により按分した額を発生の翌期より費用処理

しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用

　当社の一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　当社及び連結子会社は、主に物流事業において、入荷・保管・出荷並びに配送を一括受託し物流サービスを提

供する３ＰＬ（サードパーティ・ロジスティクス）、商品を集荷し顧客へお届けする輸配送サービスを提供して

おります。

　これらのサービスについては、業務委託契約において顧客に約束した一連のサービスを単一の履行義務として

識別しており、原則として一定期間にわたり履行義務が充足されるものと判断しておりますが、充足されるまで

の期間が短期間であることから、履行義務の充足が完了したと認められる時点（３ＰＬ：出荷時点、輸配送サー

ビス：配送完了時点）で収益を認識しております。

(6）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、６～17年間の均等償却を行っております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。
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（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

(1）報告セグメントの決定方法

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、物流センター運営及び貨物輸送を中心とした「物流事業」のほか、文書保管庫の賃貸事業及び不動産

賃貸事業等のサービスを提供しており、サービス別に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。ま

た、実際のサービスは、各営業所・子会社を通じて提供しておりますが、同一のサービスを提供する営業所・子

会社の経済的特徴は概ね類似しております。

　従って、当社は、各センター・子会社を集約したサービス別のセグメントから構成されており、「物流事業」

を報告セグメントとしております。

(2）各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

　「物流事業」は、主にセンター運営、一般貨物運送及び倉庫事業を行っております。

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢

価格に基づいております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結財務諸表
計上額
（注）３物流事業

売上高

(1) 外部顧客への売上高 205,598 2,771 208,370 － 208,370

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

50 446 497 △497 －

計 205,648 3,218 208,867 △497 208,370

セグメント利益 11,318 418 11,736 △779 10,956

その他の項目

減価償却費 2,556 149 2,705 238 2,943

のれん償却額 442 － 442 － 442

３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、文書保管庫の賃貸事業、不動産

賃貸事業及び情報システム事業等を含んでおります。

２．セグメント利益及び減価償却費の調整額は、セグメントに帰属しない持株会社に係る損益及び費用であり

ます。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

４．セグメント資産、負債の金額は経営資源の配分の決定及び業績を評価するための定期的な検討の対象とな

っていないため、記載しておりません。

４　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　前連結会計年度のセグメント情報は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の見直しが反映され

た後の金額となっております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結財務諸表
計上額
（注）３物流事業

売上高

(1) 外部顧客への売上高 227,377 3,154 230,531 － 230,531

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

73 475 549 △549 －

計 227,450 3,630 231,080 △549 230,531

セグメント利益 11,650 527 12,177 △312 11,864

その他の項目

減価償却費 3,343 125 3,469 662 4,131

のれん償却額 569 － 569 － 569

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、文書保管庫の賃貸事業、不動産

賃貸事業及び情報システム事業等を含んでおります。

２．セグメント利益及び減価償却費の調整額は、セグメントに帰属しない持株会社に係る損益及び費用であり

ます。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

４．セグメント資産、負債の金額は経営資源の配分の決定及び業績を評価するための定期的な検討の対象とな

っていないため、記載しておりません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　当連結会計年度において、連結子会社である㈱M・Kロジの顧客関連資産について、直近の事業環境の変化を勘案し

て特定荷主との取引見直しを行った結果、今後の事業計画による将来収益が減少したことから、顧客関連資産を回収

可能価額まで減少し、減損損失545百万円を計上しております。

　なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを割引率6.69％で割り引いて算定し

ております。
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前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

１株当たり純資産額 428.98円 463.25円

１株当たり当期純利益 54.00円 55.30円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

50.10円 52.16円

項目
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 7,276 7,448

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
（百万円）

7,276 7,448

普通株式の期中平均株式数（株） 134,743,521 134,678,539

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（百万円） △154 －

（うち受取利息（税額相当額調整後））（百万円） (△154) (－)

（うち連結子会社が発行した新株予約権に係る持分変

動差額）（百万円）
(△0) (－)

普通株式増加数（株） 7,407,407 8,130,842

（うち転換社債型新株予約権付社債）（株） (7,407,407) (8,130,842)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

－ －

項目
前連結会計年度末
（2025年３月31日）

当連結会計年度末
（2026年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 60,431 65,364

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 2,663 2,972

（うち非支配株主持分） (2,663) (2,972)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 57,768 62,392

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数（株）

134,666,206 134,683,245

（１株当たり情報）

（注）１．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま
す。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利益及び
潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて
おります。（前連結会計年度492千株、当連結会計年度557千株）また、１株当たり純資産額の算定上、期末
発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。（前連結会計年度569千株、当連結会計年度552千
株）
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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